
平成２０年度

管理業務主任者試験問題

平成２０年１２月７日

次の注意事項をよく読んでから、始めてください。

（注意）

１ これは試験問題です。問題は、１ページから２８ページまで５０問です。

２ 試験の開始の合図と同時に、問題のページ数を確認してください。もし落丁や乱

丁があった場合は、ただちに試験監督員に申し出てください。

３ 解答は、別紙の解答用紙に記入してください。

４ 答は、各問題とも１つだけです。２つ以上の解答をしたもの、判読が困難なもの

は、正解としません。

解答は、解答用紙の注意事項をよく読み、所定の要領で記入してください。

５ 問題中の法令等に関する部分は、平成２０年４月１日現在施行されている規定に基

づいて出題されています。



【問 １】 次のアからエの各債務について、下記ＡからＤに掲げた「多数当事者の債

務関係」に該当するものを選択した場合に、最も適切な組合せはどれか。なお、ア

からエの各債務については、当事者間において別段の意思表示はないものとする。

ア 各区分所有者が、管理組合に対して支払う管理費の支払債務

イ 管理組合が、管理会社に対して支払うべき管理委託契約に基づく委託業務費の支

払債務

ウ ２人が、共有する１つの専有部分を賃貸する場合における当該専有部分の引渡債

務

エ １つの専有部分を２人で賃借する場合における賃料債務

Ａ 分割債務

Ｂ 不可分債務

Ｃ 連帯債務

Ｄ 保証債務

１ アとＣ

２ イとＡ

３ ウとＢ

４ エとＤ

１



【問 ２】 マンション（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法

律第１４９号。以下「マンション管理適正化法」という。）第２条第１号に規定するも

のをいう。以下同じ。）のＡ管理組合（以下本問において「Ａ」という。）とＢマン

ション管理業者（以下本問において「Ｂ」という。）との間で管理委託契約が締結

された場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 契約の要素に錯誤があった場合には、Ａは、過失があったときでも、重過失がない

限り、Ｂに対して、契約の無効を主張することができる。

２ 管理委託契約が、ＡとＢとの通謀虚偽表示であった場合でも、そのために契約の効

力は妨げられない。

３ 管理委託契約が、第三者ＣのＡに対する詐欺によってなされた場合には、Ｂは、契

約を取り消すことができる。

４ Ｂが管理委託業務を履行期に履行しない場合には、Ａは、直ちに契約を解除するこ

とができる。

【問 ３】 契約の解除に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているも

のはどれか。

１ 解除の意思表示は、撤回することができない。

２ 債務が履行不能になった場合に、履行不能について債務者の責めに帰する事由がな

いときには、債権者は解除することができない。

３ 解除権の行使により、当事者の一方が金銭を返還するときには、受領した時からの

利息を付す必要はなく、受領した額を返還すれば足りる。

４ 債務者が数人ある場合に、債権者が契約の解除をするときには、債務者の全員に対

してしなければならない。

２



【問 ４】 マンションの一住戸には、Ａ・Ｂ夫婦と、その子Ｃ及びＡの母Ｄが居住し

ており、同住戸は、ＡとＣの２人の共有である場合、ＡとＣの死亡に伴う同住戸の

相続に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。なお、

Ａ、Ｃの死亡時には、両者のうちで生存していた者を除くと、Ｂ、Ｄ以外の親族は

いないものとする。

１ Ａの死亡後にＣが死亡した場合には、その住戸は、ＢとＤが相続する。

２ Ｃの死亡後にＡが死亡した場合には、その住戸は、Ｂのみが相続する。

３ ＡとＣがガス漏れ事故により同時に死亡した場合には、その住戸は、ＢとＤが相続

する。

４ Ａが病死した日にＣは海外で事故死したが、ＡとＣの死亡の前後が明らかでない場

合には、その住戸は、Ｂのみが相続する。

【問 ５】 Ａマンションの区分所有者が、全員で土地所有者Ｂとの間で同マンション

の敷地（以下本問において「本件敷地」という。）について賃借権の設定を受けて

いる場合に関する次の記述のうち、民法、借地借家法（平成３年法律第９０号）及び

建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下「区分所有法」とい

う。）の規定によれば、誤っているものはどれか。なお、同賃貸借は、借地借家法

第２２条の定める定期借地権及び同法第２４条の建物譲渡特約付借地権の設定に係るも

のではない。

１ 本件敷地の賃貸借の存続期間を契約で定める場合には、３０年より短い期間を定める

ことはできず、３０年以上の期間としなければならない。

２ 本件敷地の賃貸借の存続期間が満了した場合において、契約の更新がないときは、

Ａマンションの区分所有者は、Ｂに対し、当該マンションを時価で買い取るべきこと

を請求することができる。

３ Ａマンションの区分所有者は、規約に別段の定めがあるときを除き、その有する専

有部分とその専有部分に係る賃借権とを分離して処分することができない。

４ Ａマンションの区分所有者は、規約に別段の定めがあるときを除き、その有する専

有部分に係る賃借権をＢの承諾を得ることなく譲渡することができる。

３



【問 ６】 Ａが区分所有しているマンションの５０１号室（以下本問において「本件専

有部分」という。）に、債権者Ｂのために抵当権が設定されている場合に関する次

の記述のうち、民法及び区分所有法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ Ｂが、自己の抵当権を本件専有部分の賃借人や譲受人に対抗するためには、抵当権

の登記をしなければならない。

２ Ｂの抵当権の効力は、本件専有部分と共に、当該マンションの共用部分のＡの共有

持分にも及ぶが、規約に別段の定めがあるときには、その効力は及ばない。

３ Ａが本件専有部分を賃貸した場合に、Ｂは、Ａの有する本件専有部分の賃借人に対

する賃料債権に対して、抵当権を行使することはできない。

４ Ｂの抵当権の効力は、その設定時に、本件専有部分内にＡによって備え付けられて

いた家具や家電製品などの独立の動産に及ぶ。

【問 ７】 管理事務の内容及び実施方法に関する次のアからエまでの記述のうち、マ

ンション標準管理委託契約書及びマンション標準管理委託契約書コメント（平成１５

年４月９日国総動第１号～第４号。国土交通省総合政策局長通達。以下「マンショ

ン標準管理委託契約書」という。）の定めによれば、適切なものはいくつあるか。

ア マンション管理業者が行う管理事務の内容として、事務管理業務、管理員業務、

清掃業務及び建物・設備管理業務があるが、消防法（昭和２３年法律第１８６号）に定

める防火管理者が行う業務は、管理事務に含まれない。

イ マンション管理業者は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第１２条に規定する

特殊建築物定期調査及び建築設備定期検査を行うと共に、その報告等に係る補助を

行うものとする。

ウ マンション管理業者は、管理対象部分に係る各種の点検、検査等を実施した場合、

その結果を管理組合に報告すると共に、改善等の必要がある事項については、文書

又は口頭で、具体的な方策を管理組合に助言するものとする。

エ マンション管理業者は、管理規約の原本、総会議事録、総会議案書等を、マンシ

ョン管理業者の事務所で保管するものとする。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

４



【問 ８】 管理事務に関する次の記述のうち、マンション標準管理委託契約書の定め

によれば、最も不適切なものはどれか。

１ マンション管理業者は、災害又は事故等の事由により、管理組合のために、緊急に

行う必要がある業務で、管理組合の承認を受ける時間的な余裕がないものについては、

承認を受けないで実施することができる。

２ マンション管理業者は、災害又は事故等による損害について、その損害額が一定額

を超えるときは、その一定額を超える損害額については、賠償する責任を負わないも

のとする。

３ マンション管理業者は、管理事務を行うため必要なときは、管理組合の組合員及び

その所有する専有部分の占有者に対し、管理組合に代わって、建物の保存に有害な行

為の中止を求めることができるが、マンション管理業者が中止を求めても、なおその

行為を中止しないときは、マンション管理業者はその責めを免れるものとする。

４ マンション管理業者は、災害又は事故等の事由により、管理組合のために緊急に業

務を行う必要がある場合、管理組合の組合員及びその所有する専有部分の占有者に対

して、立入りの請求をすることなく、専有部分に立ち入ることができる。

５



【問 ９】 マンション管理委託契約の解除等に関する次の記述のうち、マンション標

準管理委託契約書の定めによれば、最も適切なものはどれか。

１ 管理組合及びマンション管理業者は、その相手方が、契約に定められた義務の履行

を怠った場合は、相当の期間を定めてその履行を催告し、相手方が当該期間内に、そ

の義務を履行しないときは、契約を解除することができる。

２ 管理組合は、マンション管理業者がマンション管理適正化法に基づく業務の停止命

令の処分を受けたときは、管理委託契約を解除することができる。

３ 管理組合及びマンション管理業者は、その相手方に対し、少なくとも１月前に書面

で解約の申入れを行うことにより、管理委託契約を終了させることができる。

４ 管理組合又はマンション管理業者は、管理委託契約を更新しようとする場合、当該

契約の有効期間が満了する日の３月前までに、その相手方に対し、口頭でその旨を申

し出るものとする。

【問 １０】 マンションの管理費の滞納に対する対策に関する次の記述のうち、最も適

切なものはどれか。

１ 管理費の滞納者に対し、文書で催告する場合、普通郵便でも法律上は効力を有する

が、内容証明郵便にすることが望ましい。

２ 管理費の滞納者を被告として訴えを提起する場合、その滞納者が当該マンション以

外の場所に住所を有するときでも、マンションの区分所有権に係る専有部分を被告の

住所地としなければならない。

３ 通常の売買ではなく、競売によりマンションの区分所有権を買い受けた者は、前区

分所有者の滞納管理費の支払義務を承継しない。

４ 管理費の滞納者に対し、訴訟を提起する場合、遅延損害金のほかに弁護士費用その

他の訴訟に要する費用を請求できる旨を規約に定めることはできない。

６



【問 １１】 マンションの管理費の消滅時効の中断に関する次の記述のうち、民法の規

定によれば、正しいものはどれか。

１ 管理費を滞納している区分所有者が、破産手続開始の決定を受けた場合には、もは

や管理費債権について時効を中断する方法はない。

２ 管理費を滞納している区分所有者が、管理組合に対し、滞納管理費の額と滞納して

いる事実を認める承諾書を提出した場合、管理費債権の時効は中断する。

３ 管理費を滞納している区分所有者が、専有部分の区分所有権を第三者に売却した場

合は、管理費債権の時効が中断する。

４ 民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）の定める通常の訴訟でなく、同法の「少額訴

訟に関する特則」に基づく訴えを提起しただけでは、管理費債権の時効は中断しない。

【問 １２】 区分所有者が納入する修繕積立金の取崩しに関する次の記述のうち、マン

ション標準管理規約及びマンション標準管理規約コメント（単棟型）（平成１６年１月

２３日国総動第２３２号・国住マ第３７号。国土交通省総合政策局長・同住宅局長通知。

以下「マンション標準管理規約」という。）の定めによれば、最も適切なものはど

れか。

１ 管理組合は、再建マンションの設計概要等、管理組合が行う建物の建替え検討のた

めの調査に係る経費は、建物の建替えに係る区分所有者の合意形成の後でなければ、

修繕積立金を取り崩して支払うことができない。

２ 管理組合は、専門的知識を有する者の活用に要する費用の支出に充てるため、修繕

積立金を取り崩して支払うことができる。

３ 管理組合は、敷地及び共用部分等の変更のための経費に充てるために借入金をした

場合、修繕積立金を取り崩して、その借入金の償還に充てることができる。

４ 管理組合は、敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のために通

常必要となる管理に要する経費に充てるため、修繕積立金を取り崩して支払うことが

できる。

７



【問 １３】 管理組合の管理事務に要する費用の負担及び支払い方法に関する次の記述

のうち、マンション標準管理委託契約書の定めによれば、最も不適切なものはどれ

か。

１ 管理事務の範囲・内容と定額委託業務費の関係を明確にするため、見積書等でその

内訳を明示し、当事者間で合意をしている場合を除いて、管理委託契約に定額委託業

務費の内訳を明示しなければならない。

２ 管理組合は、管理事務として委託する事務（マンション標準管理委託契約書別表第

１から第４までに定める事務）のためにマンション管理業者に支払われる委託業務費

のほか、マンション管理業者が管理事務を実施するのに必要となる共用部分の水道光

熱費、通信費、消耗品費等の諸費用も負担する。

３ 管理員室の使用に係る諸費用（水道光熱費、通信費、備品、消耗品費等）は、管理

組合がマンション管理業者に管理事務を行わせるために不可欠であるので、管理組合

が負担する。

４ マンション管理業者は、事前にその発生を予測することが極めて困難な天災地変に

よる災害、漏水又は火災等の偶発的な事故等の事由により、緊急に行う必要がある業

務で、管理組合の承認を受ける時間的余裕がないものについては、管理組合の承認を

受けないで実施することができ、管理組合は、マンション管理業者の責めによる事故

等の場合を除いて、当該業務の遂行上やむを得ず支出した費用については、マンショ

ン管理業者に速やかに支払わなければならない。

【問 １４】 区分所有者が納入する管理費に関する次の記述のうち、マンション標準管

理規約の定めによれば、最も不適切なものはどれか。

１ 管理費の額については、各区分所有者の共用部分の共有持分及び使用頻度等を勘案

して算出する。

２ 役員活動費は管理組合の運営に要する費用として、通常の管理に要する経費に含ま

れる。

３ 各居住者が、各自の判断で自治会、町内会等に加入する場合に支払う自治会費、町

内会費等の支払いについては、管理費からの支出は認められない。

４ 管理費のうち、管理組合の運営に要する費用については、組合費として管理費とは

分離して徴収することもできる。

８



【問 １５】 管理組合の活動における以下の取引に関して、平成２０年３月分の仕訳とし

て正しいものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、４月１日か

ら翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発生

主義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成２０年３月１日に、損害保険会社と以下の内容の保険契約を締結し、同日に５年分

の保険料５,２８０,０００円を一括して普通預金から支払った。損害保険会社から提示された

保険の内容は以下のとおりである。

損害保険の内容

保険期間 ５年間（平成２０年３月１日から平成２５年２月２８日まで）

保険料内訳

積立保険料（修繕積立部分） ３,６００,０００円

（月当たり保険料 ６０,０００円）

危険保険料（危険保険部分） １,６８０,０００円

（月当たり保険料 ２８,０００円）

合 計（保険料一括支払額） ５,２８０,０００円

（月当たり保険料 ８８,０００円）

（単位：円）

１ （借 方） （貸 方）

普通預金 ５,２８０,０００ 積立保険料 ３,６００,０００

支払保険料 ２８,０００

前払保険料 １,６５２,０００

２ （借 方） （貸 方）

普通預金 ５,２８０,０００ 積立保険料 ３,６００,０００

支払保険料 １,６８０,０００

３ （借 方） （貸 方）

積立保険料 ３,６００,０００ 普通預金 ５,２８０,０００

支払保険料 １,６８０,０００

４ （借 方） （貸 方）

積立保険料 ３,６００,０００ 普通預金 ５,２８０,０００

支払保険料 ２８,０００

前払保険料 １,６５２,０００
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【問 １６】 管理組合の活動における以下の取引に関して、平成２０年３月分の仕訳とし

て正しいものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、４月１日か

ら翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発生

主義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成２０年１月、非常階段に大きく錆が発生していることが判明し、通常のメンテナン

スとして５年に１度定期的に行う塗装は、本来、次年度の４月に行う予定であったが、

前倒しを行い、業者に依頼し本年３月から４月にかけて非常階段の塗装を行った。塗装

工事費用の全体は１,０００,０００円であるが、支払い条件は着手金として５００,０００円、完了時

に残金を支払う約束である。この支払い条件に従って、本年３月１０日に５００,０００円を普

通預金から業者に振り込んだ。なお、この塗装工事は、本年４月２５日に完了した。

（単位：円）

１ （借 方） （貸 方）

建物 １,０００,０００ 未払金 １,０００,０００

２ （借 方） （貸 方）

修繕費 １,０００,０００ 普通預金 ５００,０００

未払金 ５００,０００

３ （借 方） （貸 方）

前払金 ５００,０００ 普通預金 ５００,０００

４ （借 方） （貸 方）

建物 ５００,０００ 普通預金 ５００,０００
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【問 １７】 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条の用語の定義に関する次の記

述のうち、正しいものはどれか。

１ 建築設備とは、建築物に設ける電気、ガス、給水、排水などの設備及び煙突、昇降

機、避雷針をいい、建築物に含まれるものと、含まれないものに分けられる。

２ 主要構造部とは、壁、柱、床などであり、同法施行令第１条で定義される「構造耐

力上主要な部分」と同じものである。

３ 建築とは、建築物を新築し、増築し、又は改築することをいい、移転は含まれない。

４ 大規模の修繕とは、建築物の主要構造部の一種以上について行う過半の修繕をいう。

【問 １８】 共同住宅の避難施設等に関する次の記述のうち、建築基準法によれば、誤

っているものはどれか。なお、主要構造部は耐火構造であり、避難階は１階とし、

階避難安全検証法、全館避難安全検証法及び国土交通大臣の認定については考慮し

ないものとする。

１ 該当階の住戸の床面積の合計が１００�を超える場合、両側に居室のある共用廊下の
幅は、１．６ｍ以上としなければならない。

２ 避難階又は地上に通ずる直通階段までの歩行距離に関する制限については、住戸内

の歩行距離を無視してよい。

３ ６階の居室の床面積の合計が２００�を超える場合は、２以上の直通階段を設けなけ
ればならない。

４ 屋外に設ける避難階段及び避難階における屋外への出口から道又は公園、広場、そ

の他の空地に通ずる敷地内の通路の幅員は、１．５ｍ以上でなければならない。
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【問 １９】 建築物に作用する積載荷重及び外力に関する次の記述のうち、建築基準法

によれば、誤っているものはどれか。

１ 床の単位面積当たりの積載荷重は、構造計算の対象により異なり、その数値を大き

い順に並べると、［床の構造計算をする場合］、［地震力を計算する場合］、［大ばり、

柱又は基礎の構造計算をする場合］である。

２ 積雪荷重は、［積雪の単位荷重］×［屋根の水平投影面積］×［その地方における

垂直積雪量］として求めるが、積雪の単位荷重は積雪量１�ごとに２０ニュートン／�
以上としなければならない。なお、特定行政庁が規則で特段の定めをしていないもの

とする。

３ 風圧力は、［速度圧］×［風力係数］として計算しなければならない。

４ 地上部分の地震力は、［当該部分の固定荷重と積載荷重の和］×［当該高さにおけ

る地震層せん断力係数］として計算するが、特定行政庁が指定する多雪区域において

は、固定荷重と積載荷重の和に更に積雪荷重を加えるものとする。

【問 ２０】 排水管及び通気管の管径に関する次の記述のうち、最も不適切なものはど

れか。

１ 排水管の管径は、トラップの口径以上で、かつ３０�以上とし、地中又は地階の床下
に埋設される排水管の管径は、５０�以上とする。
２ 排水管は、立て管・横管のいずれの場合でも、排水の流下方向の管径を縮小しては

ならない。

３ 排水立て管は、どの階においても最下部の最も大きな排水負荷を負担する部分の管

径と同一とする。

４ 伸頂通気管の管径は、排水立て管の管径より大きくしてはならない。
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【問 ２１】 避雷設備に関する次の記述のうち、建築基準法によれば、誤っているもの

はどれか。

１ 建築面積の８分の１以内の階段室を除いた高さが２０ｍを超える建築物には、原則と

して避雷設備を設けなければならない。

２ 避雷設備の構造方法を規定する日本工業規格が２００３年に改正され、それに伴い建設

省告示も改正されたが、それ以前の１９９２年の日本工業規格に適合するものは、現在の

国土交通省告示に適合するものとみなされる。

３ 建物の雷撃に対する保護レベルは、�から�に区分されている。
４ 定期的な検査を行うことを基本的条件として求めているが、その頻度については示

されていない。

【問 ２２】 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号。以下同

じ。）に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。

１ 床面積の合計が１,０００�以上の共同住宅は、すべて特定建築物に含まれる。
２ 所管行政庁は、特定建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言が

できる。

３ 耐震改修を行おうとした者が、耐震改修の計画の認定を申請できるのは、特定建築

物に限られる。

４ 所管行政庁が、耐震改修の計画の認定をした場合でも、建築基準法に基づく建築確

認を受ける必要がある。
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【問 ２３】 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）による移動等円滑化経路を構成するエレベーター及びその乗降ロビーに関す

る次の文中の（ ア ）から（ ウ ）の中に入る数値の組合せとして、最も適切

なものはどれか。なお、国土交通大臣が定める特殊な構造又は使用形態のエレベー

ターは考慮しないものとする。

かご及び昇降路の出入口の幅は（ ア ）�以上、かごの奥行きは（ イ ）�以上、
乗降ロビーの幅及び奥行きは（ ウ ）�以上としなければならない。

（ ア ） （ イ ） （ ウ ）

７５ １２０ １３５

８０ １２０ １５０

８０ １３５ １５０

９０ １５０ １８０

１

２

３

４

【問 ２４】 給湯に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１ 湯によるや
�

け
�

ど
�

は、湯温と湯に接触する時間に関係し、接触時間を１０秒とするとや
�

け
�

ど
�

をしない湯温の限界は７０℃程度である。

２ 水に対する気体の溶解度は、水温が高くなるほど小さくなるため、水中に溶け込ん

でいた溶存気体は水を加熱するに従って分離する。

３ サーモスタット式混合栓を用いる場合、混合栓での設定温度と混合栓に供給される

湯温の差が小さいほど安定した出湯温度が得られる。

４ 貯湯式給湯機の場合、水道用減圧弁を介して給湯機に給水すれば、出口側に逃がし

弁（機体内の圧力を減圧する安全弁）の設置は不要である。
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【問 ２５】 平成５年に（財）日本昇降機安全センター（現（財）日本建築設備・昇降

機センター）が策定した「昇降機の維持及び運行の管理に関する指針」に関する次

の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１ 昇降機の所有者又は管理者は、昇降機の運行に関して十分な知識を有する運行管理

者を原則として建物ごとに選任するものとしている。

２ 昇降機の所有者又は管理者は、昇降機に係る人身事故等が発生した場合には、事故

が発生した時から２４時間以内に、特定行政庁に所定の様式による昇降機事故速報を提

出するものとしている。

３ 昇降機の所有者又は管理者は、建築基準法第１２条第３項に基づく定期検査に加え、

使用頻度に応じて専門技術者に、おおむね３月以内ごとに、点検その他必要な整備又

は補修を行わせ、その記録を２年以上保存することとしている。

４ 運行管理者は、昇降機の運行中随時巡回し、昇降機の運行に支障があると認めたと

きは、直ちに運行を中止して昇降機の所有者又は管理者に報告し、専門技術者に整備

させるものとしている。

【問 ２６】 共同住宅の外壁の劣化の種類と現象に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。

１ ポップアウトとは、コンクリート内部の部分的な膨張圧によって、コンクリート内

部が破壊された状態をいう。

２ エフロレッセンスとは、下地の可溶成分が表面に析出し、空気中の二酸化炭素ガス

等との反応によって難溶性の白色物質が表面に沈着した状態をいう。

３ チョーキングとは、塗膜表面の劣化により、充てん材が離脱しやすくなり、表面が

粉末状になった状態をいう。

４ はく落とは、浮いていたコンクリートが躯体からはがれ落ちた状態をいう。
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【問 ２７】 外壁タイルの劣化調査に用いる用具で最も不適切なものは、次のうちどれ

か。

１ ファイバースコープ

２ テストハンマー

３ サーモカメラ

４ 建研式接着力試験器

【問 ２８】 マンションの耐震診断及び耐震改修に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。

１ 耐震診断の結果として得られる当該建築物のＩｓ値については、その値が小さいほ

ど耐震性が低いとされる。

２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく建築基準法の特例措置を受けるため

には、耐震改修計画についての認定を受ける必要がある。

３ 耐震改修工事を行う場合には、必ず建築確認申請をしなければならない。

４ 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準では、診断内容の違いにより１次診

断から３次診断までがある。
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【問 ２９】 役員の任期等に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約の定めに

よれば、適切なものはいくつあるか。

ア 任期満了により退任する会計担当理事は、次の会計担当理事が就任するまでの間、

引き続きその職務を行う。

イ 任期途中でマンションを売却し、組合員でなくなった理事長はその地位を失うが、

後任の理事長が就任するまでの間、引き続きその職務を行う。

ウ 任期途中で辞任した監事は、次の監事が就任するまでの間、引き続きその職務を

行う。

エ 任期途中で解任された副理事長はその地位を失うが、後任の副理事長が就任する

までの間、引き続きその職務を行う。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

【問 ３０】 委任状又は議決権行使書の取扱いに関する次の記述のうち、適切なものは

いくつあるか。

ア 総会の議案書には、「委任状の提出がない場合には、議案に賛成したものとみな

します。」と記載したが、それに従わず、賛成票として数えなかった。

イ 委任状の受任者の欄に「理事長」と記載した委任状を有効なものとして取り扱っ

た。

ウ 議決権行使書面に「賛成」の表示と部屋番号・氏名の記載はあるが、押印欄に押

印がない書面を提出した組合員の議決権を賛成票として数えた。

エ 議決権行使書面の部屋番号・氏名の記載はあるが、「賛成」、「反対」のいずれに

も意見表示がない書面を提出した組合員の議決権を賛成票として数えなかった。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ３１】 住戸数１００戸、うち２戸を所有する区分所有者が２名おり、３名の共有名

義の住戸が１つあるマンションに関する次の記述のうち、マンション標準管理規約

の定めによれば、最も不適切なものはどれか。なお、議決権については１住戸１議

決権の定めがあるものとする。

１ 総会は、議決権５１以上を有する組合員が出席しなければ成立しない。

２ 使用細則改正の議案は、議決権２６を有する組合員が賛成すれば可決する可能性があ

る。

３ 管理規約改正の議案は、議決権７５、組合員数７４人の賛成があれば可決する。

４ 組合員の総会招集権は、議決権２０、組合員数２０人の同意が必要である。

【問 ３２】 共用部分の工事に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約の定め

によれば、適切なものはいくつあるか。

ア 階段室部分を改造してエレベーターを新設する工事は、特別多数決議が必要であ

る。

イ 給水管更新工事やエレベーター更新工事は、普通決議で行うことができる。

ウ 玄関扉の一斉交換工事や不要になった高置水槽の撤去工事は、特別多数決議が必

要である。

エ 集会室や駐車場の大規模な増改築工事は、特別多数決議が必要である。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ３３】 あるマンションの議決権行使者に関する次の記述のうち、民法及び区分所

有法の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ 売れ残っている住戸がある場合には、分譲業者（売主）がその議決権行使者である。

２ 住戸が債権者により差し押さえられている場合には、差し押さえた債権者がその議

決権行使者である。

３ 住戸の区分所有者が行方不明の場合には、行方不明の区分所有者がその議決権行使

者である。

４ 住戸の区分所有者が破産手続開始の決定を受けた場合の議決権行使者は、破産管財

人が選任されているときは、その破産管財人、破産手続が廃止されたときは、その破

産した区分所有者である。

【問 ３４】 管理規約に違反する行為をした者に関する次の記述のうち、マンション標

準管理規約の定めによれば、最も不適切なものはどれか。

１ 区分所有者が違反する行為をした場合には、管理組合の理事長は理事会の議決を経

てその区分所有者に対し、その是正等のため必要な指示を行うことができる。

２ 賃借人が違反する行為をした場合には、賃貸人である区分所有者はその賃借人に対

し、その是正等のため必要な措置を講じなければならない。

３ 区分所有者の同居の家族が違反する行為をした場合には、管理組合の理事長は直接

その同居の家族に対し、その是正等のため必要な指示を行うことはできず区分所有者

に行わなければならない。

４ 雇い主である区分所有者から住戸を貸与された従業員が違反する行為をした場合に

は、管理組合の理事長は理事会の議決を経てその従業員に対し、その是正等のため必

要な指示を行うことができる。
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【問 ３５】 電磁的記録、電磁的方法に関する次の記述のうち、区分所有法の規定によ

れば、誤っているものはどれか。

１ 集会の議事録は、規約にその旨の定めがなくても、電磁的記録により作成すること

ができる。

２ 管理規約は、規約にその旨の定めがなくても、電磁的記録により作成することがで

きる。

３ 議決権行使は、規約にその旨の定め又は集会の決議がなければ、電磁的方法により

これを行使することができない。

４ 集会の決議については、規約にその旨の定めがなければ、電磁的方法による決議を

することができない。

【問 ３６】 管理組合の理事長又は管理組合法人の代表理事に関する次の管理規約の定

めのうち、区分所有法の規定に違反するものはどれか。

１ 管理組合の理事長は、管理組合と利益が相反する行為については、総会の承認を得

た場合でなければ契約することができないものとする。

２ 管理組合法人の代表理事は、損害保険契約に基づく保険金額の請求及び受領につい

て、区分所有者を代理するものとする。

３ 管理組合の理事長は区分所有者から選任するものとし、これとは別に、管理者は区

分所有者以外の第三者を選任するものとする。

４ 管理組合法人の代表理事は、１名は区分所有者から、他の１名は区分所有者以外の

第三者から選任するものとする。
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【問 ３７】 総会の決議が必要でないものは、マンション標準管理規約の定めによれば、

次のうちどれか。

１ 役員活動費の額及び支払方法を決定すること。

２ 修繕積立金に係る銀行預金をおろして「マンションすまい・る債」（住宅金融支援機

構が発行する債券）を購入すること。

３ 管理規約の改正を検討するための専門委員会を設置すること。

４ 長期修繕計画の作成又は変更を行うこと。

【問 ３８】 次に掲げるもののうち、区分所有法第４条第２項の規定により、一般的に

規約共用部分にすることができるものはどれか。

１ 団地内の管理棟

２ 玄関ホール

３ マンション内の集会室

４ 中庭にあるトタン屋根と柱でできた自転車置場

２１



【問 ３９】 次の文章は、マンションの管理人室をめぐる最高裁判所の判決に基づくも

のであるが、文中の（ ア ）から（ エ ）に入る用語の組合せとして、最も適

切なものはどれか。なお、判決の原文に若干の修正をしている。

「本件マンションにおいては、区分所有者の居住生活を円滑にし、その環境の維持保

全を図るため、その業務に当たる管理人を常駐させ、多岐にわたる管理業務の遂行に当

たらせる必要があるというべきであるところ、本件マンションの玄関に接する

（ ア ）である管理事務室のみでは、管理人を常駐させてその業務を適切かつ円滑に

遂行させることが困難であることは認定事実から明らかであるから、本件管理人室は管

理事務室と合わせて一体として利用することが予定されていたものというべきであり、

両室は機能的にこれを分離することができないものといわなければならない。そうする

と、本件管理人室には、（ イ ）があるとしても、（ ウ ）はないというべきであり、

本件管理人室は、（ エ ）とはならないものと解するのが相当である。」

（ ア ） （ イ ） （ ウ ） （ エ ）

共用部分 利用上の独立性 構造上の独立性 共用部分たる附属施設

共用部分 構造上の独立性 利用上の独立性 区分所有権の目的

専有部分 利用上の独立性 構造上の独立性 共用部分

共用部分 構造上の独立性 利用上の独立性 共用部分

１

２

３

４
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【問 ４０】 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第

３号に規定する者をいう。）Ａが中古マンションの売買の媒介をする場合に関する

次の記述のうち、宅地建物取引業法によれば、誤っているものはどれか。

１ Ａが当該マンションの売買の媒介に関して受ける報酬の額は、依頼者との間で、自

由に設定することができるが、媒介契約を締結した際、遅滞なく、当該報酬に関する

事項を記載した書面を作成して記名押印し、依頼者に交付しなければならない。

２ Ａが、宅地建物取引主任者をして宅地建物取引業法第３５条に規定する重要事項の説

明を行わせるに当たり、当該マンションについて、石綿の使用の有無の調査の結果が

記録されているときは、その内容についても説明を行わせなければならない。

３ Ａが当該マンションの広告をするときは、その代金の額又はその支払方法等につい

て著しく事実に相違する表示をしてはならない。

４ Ａは、当該マンションの売買に関する広告をするときは、自己が契約の当事者とな

って当該売買を成立させるか、代理人として当該売買を成立させるか、又は媒介して

当該売買を成立させるかの別を明示しなければならない。

【問 ４１】 Ａが、Ｂからあるマンションの３０１号室を買ったところ、その専有部分に

ついて瑕疵（以下本問において「本件瑕疵」という。）があった場合に関する次の

記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。

１ ３０１号室の売買契約締結時にＡが本件瑕疵を知っていたときでも、Ｂは、Ａに対し

て瑕疵担保責任を負う。

２ ３０１号室の売買においてＢがＡに対して瑕疵担保責任を負わない旨の特約をした場

合には、Ｂは、自ら知りながらＡに告げなかった本件瑕疵についても担保責任を免れ

る。

３ Ａは、本件瑕疵のために契約締結をした目的を達することができないときでも、契

約の解除をすることはできず、Ｂに対して損害賠償の請求のみをすることができる。

４ Ｂは、別段の特約がない限り、Ａが本件瑕疵の事実を知った時から１年以内に請求

をしない場合には、瑕疵担保責任を免れる。

２３



【問 ４２】 新築分譲マンションのアフターサービスに関する次の記述のうち、最も適

切なものはどれか。

１ アフターサービスの対象範囲は、専有部分の瑕疵又は欠陥に限られることが多い。

２ アフターサービスの対象部位は、内装や各種の設備に限られ、構造耐力上主要な部

分及び雨水の浸入を防止する部分はその範囲から除外されることが多い。

３ アフターサービスを行う期間の起算日は、建物の部位や欠陥の種類に関わらず、買

主に目的物を引き渡した日とすることが多い。

４ アフターサービスの内容は、瑕疵又は欠陥の補修であり、損害賠償の請求は定めな

いことが多い。

【問 ４３】 区分所有者Ａが、自己所有のマンションの専有部分をＢに賃貸した場合に

関する次の記述のうち、借地借家法の規定によれば、誤っているものはどれか。な

お、ＡＢ間の賃貸借契約は、定期建物賃貸借契約ではないものとする。

１ Ｂは、そのマンションの賃借権の登記をしていなければ、Ａからそのマンションを

買い受けた第三者に対して賃借権を対抗できない。

２ ＡＢ間において、ＢがＡの同意を得て付加した畳、建具その他の造作について、賃

貸借が終了したときでも、ＢはＡにその買取りを請求することができない旨の特約を

したときは、その特約は有効である。

３ Ｂが、その専有部分を居住の用ではなく、業務の用に供するために賃借した場合で

も、借地借家法の規定が適用される。

４ ＡＢ間の建物賃貸借契約の期間を２年間と定め、中途解約ができる旨の特約を定め

なかった場合は、賃借人からも２年間は中途解約をすることができない。
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【問 ４４】 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に関する次の記述の

うち、誤っているものはどれか。

１ 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、特定された利用目的の

達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。

２ 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公

表している場合を除き、速やかにその利用目的を本人に通知し、又は公表しなければ

ならない。

３ 個人情報取扱事業者であるマンション管理業者が、管理を受託している管理組合の

組合員のデータを第三者に提供する場合は、一定の場合を除き、あらかじめ本人の同

意を得なければならない。

４ 管理組合の組合員の氏名、電話番号が記載されている組合員名簿が、コンピュータ

を用いて検索できるように体系的に構成されていない場合には、その名簿は「個人情

報データベース等」ではない。

【問 ４５】 各種の法令に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

１ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）によれば、一定の防火対象物の管理について権原

を有する者は、防火管理者を定め、遅滞なく所轄消防長又は消防署長に届け出なけれ

ばならない。

２ 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）によれば、警備業者は、２０歳未満の者を警備業

務に従事させてはならない。

３ 自動車の保管場所の確保等に関する法律（昭和３７年法律第１４５号）によれば、何人

も自動車が夜間（日没時から日出時までの時間をいう。）に道路上の同一の場所に引

き続き８時間以上駐車することとなる行為をしてはならない。

４ 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）によれば、動物の所有

者は、その所有する動物が自己の所有に係るものであることを明らかにするための措

置として環境大臣が定めるものを講ずるように努めなければならない。
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【問 ４６】 マンションの管理の適正化に関する指針（平成１３年国土交通省告示第１２８８

号）の「長期修繕計画の策定及び見直し等」に関する次の記述のうち、最も不適切

なものはどれか。

１ 建築後相当の年数を経たマンションにおいては、長期修繕計画の検討を行う際には、

必要に応じ、建替えについても視野に入れて検討することが望ましい。

２ 管理組合は、維持修繕を円滑かつ適切に実施するため、設計に関する図書等を保管

することが重要であり、また、この図書等について、マンションの区分所有者等の求

めに応じ、適時閲覧できるように配慮することが望ましい。

３ 長期修繕計画の策定及び見直しにあたっては、その実効性を確保するため、マンシ

ョンの区分所有者等から毎月徴収する修繕積立金額を基に、その範囲内で実施できる

修繕内容を定めることが重要である。

４ 建替えの検討にあたっては、その過程をマンションの区分所有者等に周知させるな

ど透明性に配慮しつつ、各区分所有者等の意向を十分把握し、合意形成を図りながら

進めることが必要である。

【問 ４７】 マンションの定義に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法の規

定によれば、誤っているものはどれか。

１ 二以上の区分所有者が存在し、事務所及び店舗の用にのみ供されている建物は、マ

ンションに該当する。

２ 二以上の区分所有者が存在し、複数のオフィスと一戸の住宅がある建物は、マンシ

ョンに該当する。

３ 一団地内において、二以上の区分所有者が存在し、人の居住の用に供する専有部分

のある建物を含む数棟の建物の所有者の共有に属する土地は、マンションに該当する。

４ 二以上の区分所有者が存在し、人の居住の用に供する専有部分があり、居住してい

る者がすべて賃借人である建物は、マンションに該当する。
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【問 ４８】 管理業務主任者（マンション管理適正化法第２条第９号に規定する者をい

う。以下同じ。）に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれば、誤

っているものはどれか。

１ 偽りその他不正の手段により登録を受けたとして、国土交通大臣よりマンション管

理士の登録を取り消された者は、その取消しの日から２年を経過しなければ、管理業

務主任者の登録を受けることができない。

２ 管理業務主任者は、他人に自己の名義の使用を許し、当該他人がその名義を使用し

て管理業務主任者である旨を表示したとして、国土交通大臣より事務の禁止処分を受

けたときは、速やかに、管理業務主任者証を国土交通大臣に提出しなければならない。

３ 管理業務主任者は、登録を受けている事項のうち、転職によりその業務に従事して

いたマンション管理業者に変更があったときは、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に

届け出なければならないが、この場合において、管理業務主任者証を添えて提出し、

その訂正を受ける必要はない。

４ 管理業務主任者は、５年ごとに、国土交通大臣の登録を受けた者が国土交通省令で

定めるところにより行う講習を受けなければならず、これを受けなかったときは、国

土交通大臣は、その管理業務主任者の登録を取り消すことができる。

【問 ４９】 マンション管理業者（マンション管理適正化法第２条第８号に規定する者

をいう。以下同じ。）が行う重要事項の説明に関する次の記述のうち、マンション

管理適正化法に違反するものはどれか。

１ 新たに建設されたマンションについて、当該建設工事の完了の日から８月で契約期

間が満了する管理事務の委託を受けることを内容とする契約を締結しようとするとき

に、あらかじめ、重要事項について説明をしなかった。

２ 従前の管理受託契約と同一の条件で管理組合との管理受託契約を更新しようとする

場合において、当該管理組合の管理者等に対し、管理業務主任者をして、重要事項を

記載した書面を交付して説明したが、管理者等以外のマンションの区分所有者等に対

しては、重要事項を記載した書面を交付しなかった。

３ 重要事項を記載した書面を作成するときに、その事務所ごとに置かれる専任の管理

業務主任者でない管理業務主任者をして、当該書面に記名押印させた。

４ 説明会の開催日の１０日前に、管理受託契約を締結しようとする管理組合を構成する

マンションの区分所有者等及び当該管理組合の管理者等の全員に対し、重要事項並び

に説明会の日時及び場所を記載した書面を交付した。
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【問 ５０】 管理事務（マンション管理適正化法第２条第６号に規定するものをいう。

以下本問において同じ。）の報告に関する次の記述のうち、マンション管理適正化

法によれば、正しいものはどれか。

１ マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれてい

るときは、マンション管理業者の事業年度終了後、遅滞なく、当該管理者等に対し、

管理業務主任者をして、当該管理事務に関する報告をさせなければならない。

２ マンション管理業者は、管理事務報告書を作成する場合は、管理受託契約の期間、

管理組合の会計及び支出の状況のほか、管理受託契約の内容に関する事項を記載しな

ければならない。

３ マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれてい

ないときは、定期に、説明会を開催し、マンションの区分所有者等に対し、管理業務

主任者をして、管理事務に関する報告をしなければならないが、管理事務報告書を作

成し、マンションの区分所有者等に閲覧させれば、この説明会の開催を省略すること

ができる。

４ マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれてい

る場合に、管理事務に関する報告を行うときは、管理事務報告書を作成し、これを管

理者等に交付しなければならない。
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